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研究成果の概要（和文）： 
研究大学の学士課程における優秀学生プログラムは、一般にはオナーズプログラムとし

て知られる。オナーズプログラムは低年次の学生にリーダーシップなどの社会スキルや国

際交流を重点的に体験させることにより、彼らの学習意欲を飛躍的に高める可能性がある。

また、公立大学の授業料で私立の小規模カレッジと同等の手厚い学習支援が得られるとい

うメリットがある。こうしたメリットにより、優秀な学生を自大学に獲得し、あるいは自

大学の大学院につなぎとめる効果を期待できる。こうした点から、オナーズプログラムは

準トップクラスの公立総合大学にとって有効な経営戦略となっている。 
 
 
研究成果の概要（英文）： 
 This study examines the distinctive features of special educational programs 
designed for high-achieving students in the research universities in US, Australia, 
Canada, UK, China, and Japan. Such special programs are known as “honors 
programs”. Honors programs put emphasis on the leadership and international 
experience to enhance their learning motivation.  Through the programs, students of 
the public or national universities provide a lot of learning supports with students as 
much as in small private colleges. These universities can attract the best and brightest 
students and facilitate them to remain studying at the graduate programs of the 
institutions.  Thus Honors program is becoming the strategic tools for the 
management of semi-top ranked public universities. 
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１．研究開始当初の背景 

高い潜在能力をもつ学力上位層の学生に
対して、一層の動機づけや知的刺激を与え、
彼らの学習意欲を高めるにはどのような方
法があるのだろうか。日本におけるいくつか
の大学生調査の結果をみるかぎり、大学全入
時代を迎えつつあるとはいえ、いまだに大学
生の 3～4 割は第一志望でない大学に入学し
ている。学力上位層の学生には、こうした不
本意入学者も少なくないと推察される。とこ
ろが、日本の大学では補習教育などを通じて
学力中下位層の学生に対して手厚いケアを
行っている反面、いわゆる「浮きこぼれ」「吹
きこぼれ」層への対応はほとんど手つかずの
ままになっている。たとえ潜在的に高い能力
を持っていても、学習意欲が低いままでは学
士課程の年限においてその能力を十分に開
花させることは難しく、何らかの組織的対応
が求められる。 
欧米の大学にみられる優秀学生のための

特別プログラム（いわゆる「オナーズプログ
ラム」: Honors Program)は、「大衆化」した
大学の中に「卓越性」を追求する特別トラッ
クを設けることで大衆化と卓越性の両立を
図ろうとするものである。同じく進学率が上
昇し多様な学生を抱えるようになった日本
の大学にとって、学士課程教育の質的向上を
実現する上で、オナーズプログラムの役割を
検討することは大きな意義があると考えら
れる。 
 
２．研究の目的 
本研究では諸外国の大学の学士課程にお

いてオナーズプログラムがどのような役割
を果たしているかを考察し、日本の学士課程
教育の質的向上にとっての示唆を得ること
を目的とする。 
 
３．研究の方法 
 最初に、今日の世界の大学では「オナーズ」
が何を意味するのかについて整理した上で、
オナーズプログラム発祥の地とされるイギ
リスで「オナーズ」という概念が何を意味し、
これがどのように外国（本発表ではアメリ
カ）へと伝播し、独自の発展を遂げたのかを
確認する。次に、アメリカ合衆国、オースト
ラリア、カナダ、中国の主要大学の学士課程

においてオナーズプログラムが果たしてい
る役割について考察する。最後に、日本のい
くつかの大学が実施されている優秀学生向
けの学習プログラムを比較検討し、これらの
どのような可能性と課題があるかについて
考察する。 
 
４．研究成果 
今日の世界の大学教育では「オナーズ」と

いう用語の意味は一様ではなく、国・地域や
大学ごとにさまざまな意味が込められてい
る。イギリスやオーストラリアの大学の学士
課程において、オナーズとは成績優秀者に与
えられる「優等学位」という称号を指すのが
一般的である。また、英連邦諸国（オースト
ラリア、カナダなど）では、通常の学士課程
（3 年制）に 1 年間の優等学位課程を上乗せ
することにより得られる学位名称として用
いられることもある。 
本稿が検討対象とするのは、このような学

位名称や在学延長課程としてのオナーズで
はなく、通常の学士課程の年限内において提
供される優秀学生のための教育プログラム
である。アメリカ合衆国の大部分のオナーズ
プログラムがこれに該当し、近年に至っては、
その他の国々も同様のプログラムを設置す
る大学が増えている。 
本調査の結果わかったことは、オナーズプ

ログラムはさまざまな可能性を秘めている
ということである。学生の側からみれば、一
般の学部では習得するチャンスが少ないリ
ーダーシップなどの社会スキルや国際交流
を重点的に体験することができる。何よりも、
低年次学生の学習意欲を飛躍的に高める可
能性を秘めている。 
また、公立大学の授業料で私立の小規模カ

レッジと同等の手厚い学習支援が得られる
というメリットがある。大学の側にとっては、
プログラムを運営するのに一定のコストを
要する一方で、より優秀な学生を自大学に獲
得し、自大学の大学院につなぎとめる効果を
期待できる。さらに、プログラムの評価が高
まれば、大学の名声を高めることにもつなが
るというメリットを得られる。こうした点か
ら、アメリカのオナーズプログラムは準トッ
プクラスの公立総合大学にとって有効な経
営戦略となっている。 
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現在のところ、日本においてオナーズプロ
グラムを設置している大学はきわめて少数
である。ただし、九州大学の 21 世紀プログ
ラムを嚆矢とし、高い学習意欲を備えた学生
のための特別教育プログラムが立命館大学
や愛媛大学などにおいて活発に実施される
ようになってきていることは注目に値する。 

同時に、いくつかの課題も明らかとなった。
最も大きな問題は、こうした学士課程教育全
体の質保証にこうしたプログラムがどの程
度寄与しうるかという点である。学生が入学
後に自主的に応募する形をとっている立命
館大学や愛媛大学の事例をみると、正課外活
動を包括した広義の学士課程教育の質保証
にとって、これらのプログラムは一定の機能
や効用を持ちうるかもしれない。 

しかし狭義の意味、つまり単位の質保証や
学位の質保証のような正課としての学士課
程教育の質保証には必ずしも直結しない。本
科研で調査した日本の事例は、九州大学の 21
世紀プログラムのように通常の学部別の学
士課程とは別トラックとして設けられたも
のや、あるいは学習量や活動量を増大させた
「上乗せ型」であり、現行の学士課程教育の
「本体」を根本的に再編することによってつ
くられたわけではない。つまり、こうしたプ
ログラムをつくったからといって、学士課程
教育全体を質保証したことにはならないと
いう点に留意する必要がある。 

日本の事例が抱えるもう一つの問題は、こ
うした特別教育プログラムの持続可能性で
ある。日本の事例はいずれも特定の教職員
（専任教員や客員教授、担当職員など）の献
身と熱意に支えられており、現場に大きな裁
量が与えられている反面、担当者の負担は小
さくない。プログラムを長期的に持続し、発
展させるためには、大学全体で組織的にプロ
グラムを支えていく仕組みが求められる。 
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